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松田芳郎著
『中国経済統計方法論一変容と現状』
（アジア経済研究所， 1987年7月， vi+190頁， 2,200円）
石
?ー ? ?
1949年10月1日に中華人民共和国が成立して以降，中国政府は自国の社会経済発展や社
会主毅改造を誇示するかのように統計数値を公表してきた。その代表的な出版物に『偉大
な十年」があり，多くの研究者により利用されてきた。しかし，大躍進期に入ると統計数
値は水増し報告となり，全く信用出来ない状態となった。それゆえ，中国における各種の
統計資料の公開は1950年代末で終わったと言えよう。ところが， 1978年12月に開催され
た中国共産党第11期三中全会による路線の転換は，「改革と開放」をその政策の機軸に置
き，これまでの「竹のカーテン」をオープンして自国の各種の統計数値を公表するように
なった。
統計資料の代表的なものとしては，『中国統計年鑑』や「中国経済年鑑』， 『中国農業年
鑑』『中国百科年鑑」等が1980年頃より毎年出版され， また各専門分野の年鑑類も出版さ
れている。特に，これまで内部発行や国内発行であった省や都市レベルの統計年鑑や経済
年鑑が最近では徐々に公開発行に切り換えられ，外国人でも購入して利用することが可能
となっている。 あるいは，解放前から現在までの歴史的発展を叙述した「新地方志」，す
なわち「省志」「市志」「県志」「鎮志」「郷志」等が多数出版発行され，その多くはまだ内
部発行や国内発行であるが，それらの資料にはそれぞれの地域の統計資料が豊富に掲載さ
れており，歴史的変化や経済発殿の分析を可能とした。
このような傾向の中で，中国研究者だけでなく，他分野の研究者もこれらの統計資料を
利用した中国社会・経済の分析が可能となり，数多くの論文の発表や害籍の出版がなされ
始めている。しかしながら，このような中国の統計資料を駆使した各種の数量的分析の興
隆の中にあって，評者はこれらの研究に対し多くの危惧を感じている。というのは，中国
における統計概念は日本において我々が利用する統計概念と異なっている点が多く，中国
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が公表した統計資料をそのまま利用して日本や他国と比較研究することには多くの危険性
を卒んでいる。また，中国の統計資料を利用して時系列的分析を試みる場合においても，
統計処理の方法が歴史的に変化しており，これにも注意を払わなければ中国社会・経済の
歴史的変化を実証したとは言えない。
以上のように中国の統計資料を扱う場合にはかなりの注意を要するため，中国統計に関
する総括的概括的な研究書の出版が望まれていた。松田芳郎著「中国経済統計方法論ー一
変容と現状」はこれに答えて余りあるものであり，時宜に叶った研究書である。本書はア
ジア経済研究所の「発展途上国研究奨励賞」を授賞しており，その点からも本書の評価の
高いことが窺える。本書は，これまで中国の統計資料を利用して中国研究を行ってきた研
究者だけでなく，これから中国経済や社会・人口を研究しようとする学徒は勿論のこと，
他分野の研究者で中国を国際的に比較研究されよう とする研究者にもぜひー読を勧めたい
一書である。
本書の構成は， 3部10章と補章からなり，最後に「引用参照文献目録」と付録「中華人
・民共和国統計法ほか」が付されている。章構成は以下の通りである。
第I部 中国統計調査制度の特質
第1章 中国統計調査制度の変容と現状
第2章計画経済システムと統計調査機構ー計画指標の「総産値」方式からの脱却一
第3章 センサスと定期報告制の関連
第I部農村と農業統計
第4章農業統計調査の方法とその変容
第5章収穫統計の現状と問題点
第6章農家家計調査
第I部都市と工業統計調査
第7章工業定期報告制と国営企業
第8章工業定期報告制の変化
第9章工業センサスの計画
第10章工場被雇用者家計調査から都市生活者家計調査へ
補章統計調査の標準的方式
引用参照文献目録
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付録 中華人民共和国統社法ほか（小島麗逸訳）
本書の章構成を一見するだけで，本書の内容はかなリ詳細・多岐にわたっていることが
窺える。著者は中国統計調査制度をトータルに把握するために，統計に関する中国の統計
調査制度の特質，すなわち中国統計調査制度の歴史や統計機構，国民経済計算体系，これ
まで実施してきたセンサスや定期報告制等について検討し，解放後から現在までの紆余曲
折した変化を歴史的に明らかにされようとしている。
本書の第I部「中国統計調査制度の特質」では，上述の統計調査制度の全般について歴
史的分析が行われており，「第1章 中国統計調査制度の変容と現状」の第1節の中で，
中国統計制度を検討する現代的意義として著者が次のように述べることは，本書全体に通
じる姿勢である。すなわち，「中国に限らず， 統計データの解釈のためには， その統計デ
ータがどのような調査機構によって，どのような調査方法で生み出されてきているかを吟
味することは，実証分析のためには不可欠の手続きである」と。中国では路線が変われば
統計制度も大きく影勝を受け，時系列データに何らかの断層が生じているからである。例
えば，大躍進期の誤報統計や文革に伴う統計調査制度の変更等がある。にもかかわらず，
日本の研究者は，これまで調査に使用される概念を吟味する程度であり［調査方法に注意
を払わなかった。そこで，著者は「中国の統計調査制度の発達過程を，できるだけ一般的
な統計調査発達史の枠組みで検討してみることにする」として，中国統計調査発展過程を
時期区分し，解放直後の経済復興期や第一次5カ年計画期，大躍進期，文化大革命期等の
各時期の特徴とその変化を考察する。このような歴史的考察は第I部や第m部を通じて著
者の一貫した分析方法となっている。
第I部「農村と農業統計」では，農村・農業統計をその対象とし，農業統計調査の変化
を国民政府時期を含めて歴史的考察を行う。また，農業収穫統計，農家家計調査について
も歴史的考察を行っている。第皿部「都市と工業統計調査」では，第I部の農村・農業統
訃に対応する，都市の工業統計調査と都市生活者家計調査の歴史的考察を行っている。
以上のように，本苫の歴史的分折は中国統計の各分野毎に行われ，評者は本書によって
中国統計調査制度の歴史的変化が中国の工業や農業・財政・金融・交通・商業等の諸分野
の制度史的変化と共通するところが意外に多いということに気付かされた。そして，本書
の貢献はこれまでの中国研究の中で不明であった統計という部門に光を照射し，中国統計
調査の制度史的変化を初めて解明したところにあるといっても過言ではない。評者は中国
の統計資料の世話になり関心を持つ者であるが，本書によって複雑な統計システムやその
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歴史的変化に幾分なりとも通じることが出来るようになった。
評者が中国の統計資料の世話になり関心を持っているのは，本害の第I部に当たる農村
・農業統計であり，農村・農業統計の中でもマクロよりもミクロレベルの統計である。と
ころが，これらの統計資料は一般の統計年鑑や経済年鑑類にはなく，直接農村を訪問して
入手しなければならない。そこで，評者はこれまで約30カ所の殷村実態調査を実施し，相
当数のミクロレベルの統計資料を入手した。ところが，入手した統計資料について常々疑
問に思う点が多々あり，本書の紹介と関連させてこの疑問点を紹介し，著者に対する無い
ものねだりも含めて，新刊紹介の責務を果たしたいと考える。
まず，中国を 1つの国民経済として各種の統計を採る場合，実際どこまで統計数値が事
実としてその実態を表しているのかという疑問である。中国は国士が広く，経済が発展し
ている沿海地域と内陸部の山間地域，内モンゴルや青海・新郡の草原地帯や砂漠地帯，チ
ベットの山岳地帯とは地域間格差が大きく，その社会経済的特徴は異なり，経済的各差も
大きい。それゆえ，中国社会・経済の指標となる統計を全国的に集計したとしても，中国
全体に妥当する数値が得られたとは必ずしも言えないし，ましてやその平均値を求めて国
際比較することに一体どのような意味があるのか評者には分からない。 この点から言え
ば，中国を 1つの国民経済として統計をとることに無理があるとも言える。それよりもい
くつかの経済圏に分割する方がより一層中国を理解出来ると思える。
例えば，世界銀行の統計では中国の 1人当たり国民所得は 300ドル台にあると報告され
ているが，この数値はフィリヒ゜ンやタイ等の東南アジア諸国連合よりも劣り，インドに近
い。しかし，上海だけをとれば3,000ドル~4,000ドルの間にあると言われ，実際に上海の
都市住民の家庭を訪問しても，あるいは上海近郊の農家に宿泊させてもらいそこで生活し
ても，思った以上に上海や江南地域は豊かである。これは所得の低い内陸部や山間僻地，
あるいは砂漠地帯や山岳地帯が中国全体の平均を圧し下げているからである。
以上の点は差し置くとして，それぞれの地域から集計される統計数値は同じ概念と方法
で集計されたものかどうかという点について疑問が涌く。センサスとして全国的統計が実
施される場合には統一的に実施されるのでこの点は幾分解消される余地はあるが，定期報
告制に基づいて下級機関から上級機関へ統計数値が吸い上げられていく場合に， もし同じ
でなければ集計された統計数値の合計は何の意味も無くなってしまう。ところが，評者が
直接訪問して調査した多くの村では統計を集計する場合の概念・方法は異なっていた。例
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えば，村内の労働力構成に関する統計を要求した時，比較的経済が発展した農村では産業
構造が変化し，そこに就業する労働力構成も変化しているため，かなり詳細に数値は記帳
されているが，経済的に遅れた農村では労働力が細分化されておらず，時には農業に従事
し，時には副業，時には工業や運送業に従事するといった形で，ー（本この者を何と規定す
るのか，地城により様々であった。そして，労働力統計を入手した場合，総労働力と産業
別就業者の合計とを比較すると，必ず後者が前者をかなリ上回るのが一般的傾向である。
一体，統計処理において中央政府あるいは地方政府において統一的な概念規定が存在する
のかどうか，例えば年間に何H以上農業に従事すれば農業労働力と見なすといったような
規定が存在するのかどうか，あるとすればそのような概念は歴史的に変遷しているのかど
うか，また変遷しているとすればどのように変遷してきたのか，その解明を本書に望みた
いところである。
第2に，既述したようにある農村では労働力の区分が詳細でなく，その概念さえも理解
されていない。これは村会計の知識水準に大きく影響されている。同じ郷内の村でありな
がら，ある村では郷鎮企業内の労働力構成で，郷営企業・村営企業・連合企業や個人企業
という形で工業労働力を区分し，統計処理を行っていたとしても，他の村ではそのような
統計を採っていないことが多々ある。それにもかかわらず，郷レベルの統計を入手すると
きちんと上記のような方法で統計が存在しており，郷政府の会計は一体どのような方法で
各村からその統計を入手したのか常に不思議に思えた。同様に県下の各郷の経済発展水準
は異なり，ある郷では詳細な統計があり，ある郷ではなくても，県政府には一応統計が揃
っている。郷政府には経済管理員がおり，配下の村経済を管理したり会計を指導したりし
ているが，同じ郷内であってこのようであるから，郷や県・省が異なればかなりその内容
が異なるものと思える。一体，農村の最末端である村の会計を始めとして各行政段階の統
計員に対してどのような教育を施しているのであろうか。これらの点につきもう少し触れ
られていたなら，本書の意義は倍増したものと思える。特に，村会計が交代した場合，若
い会計はこれまで採られてきた記帳方法に基づいて記帳を行っているとは限らず，そのた
め以前の会計簿に基づく統計表の説明を求めても答えられないということがしばしばあ
る。 しかも， 会計薄の管理において若い会計は自己が記帳した会計簿しか管理しておら
ず，古い会計簿は前の会計がそのまま所有しているということもあった。このような会計
が記帳した統計を郷政府が集計し，さらに県政府へ報告し，それが地区政府や省政府，さ
らには中央へ集計されて，我々が知るところの統計数値となっているかと思えば，その信
憑性に疑問を抱くのも当然であろうし，大躍進期に実施された水増し報告も非常に簡単な
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ことであったことが理解出来よう。
第3に，村における二重会計の存在である。すなわち， 国家は農民から農業税を徴収
し，統購統鎖による食糧の強制買い上げを実施してきた。また，最近では農村工業である
郷鎮企業が発展し，国家にその企業税や工商業税を収めなければならない。しかし，農民
や村にとってこ、れは出来るだけ少ない方が望ましい。そこで，農民や村は上級機関に虚偽
の報告をしたり，農業生産力が上昇しても国家へのノルマがきつくなるので，これを上級
機関に報告しない等がある。このようなことは解放前から歴史的に存在してきたことであ
る。国民政府時代もそうであったし， 1949年に中華人民共和国が成立してなくなったわけ
ではない。例えば，解放前においては農民は土地税である田賦を県政府に納めねばならな
かったが，土地台帳に記載された土地は実際に所有する士地面積よりは少なかった。これ
は「黒地」として解放後の土地改革時にも存在した。共産党政府は土地改革時に黒地摘発
運動を実施したが，どこまで内実をもって実施出来たのか疑問である。というのは華北農村
のように土地改革に時間をかけることが出来た所では，実際に土地測最をして土地分配を
実施したようであるが，華中や華南農村のように1949年以降に解放された農村では土地改
革に十分な時間をかけておらず，土地測量をしているところは少ない。士地改革は解放前
の土地台帳と地主や農民が所有していた土地契約書に基づき土地を再分配しているのが実
情である。それゆえ，黒地摘発が出来ていなければ，解放前の統計をそのまま受け継ぎ，
それを基にして農業税や供出食料t・ 棉花等を国家に納めてきた。また，解放後にクリークを
埋め立てて耕地としても，村の耕地面積はそのままにしている。それゆえ，著者は p.84で
縄延び面積が約20飴あることを触れている。また，アメリカの通信衛星ランドサットによ
る測量では中国の耕地面積が20%過少評価であることにも触れている。このように統計上
の数値と実際の数値とが異なることは多々あると考えられる。本書からも統計上の数値と
実際上の数値は乖離していることが理解出来たが，我々に提供されている数値はどこまで
信憑性があるのか知りたいところである。
第4に，農村標本調査についてである。著者も言うように県一郷一村一村民小組という
行政的パイプを通じた報告制度では最末端でどのような形で調査しているのか，国家統計
局段階ではその実態を掌握出来ていない。そこで，農村標本調査隊による標本調査が重要
となる。しかし，調査対象農家の絶対数が少なく，その地域を代表するのかどうかは疑問
である。例えば，評者が訪問した村では，戸数が数百戸あるにもかかわらず，抽出調査さ
れた戸数は10戸程であり，これらの農家が村の数百戸を代表するように抽出されていると
は考えられないし，その数値は信用出来ないものであった。そこで，村会計にその点を質
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問したが，彼が実施した調査ではないので知らなかった。我々はこのような統計しか入手
出来ないので，利用しているのが実状であるが，正直言ってこのようにして実施された統
計がどこまで信用するに値するのか，統計学者に教えて戴きたく思っている。
第5に， ミクロの統計を利用する場合に問題になることであるが，特定の村や郷の社会
経済的変化を時系列的に分析する場合，与えられた統計にどこまでの信憑性を置けるのか
疑う必要がある。すなわち，中国農村における最末端の行政単位は土地改革や農業集団化
・人民公社化・経済調整等において常に変化しており，現在の村民委員会（村政府）や郷
政府の規模に相当する行政規模に組み直さないかぎり，それらの統計はない。この作業は
非常に大変な｛佳難である。それゆえ，多くの農村では高級合作社か人民公社化以後の統計
しかない。ところが，これらの統計を整理した統計を村や郷が所有していることはある。
この場合，今度は逆に注意しなければならないことは，特定の村や郷の土地改革時期や初
級合作社時期，あるいは高級合作社時期や人民公社時期の統計は現在の行政単位の数値に
処理し直されているため，その当時の行政単位の数値ではないことである。例えば，土地改
革時に自然村を10カ村を集めてA行政村を形成したとする。高級合作社時期にはA行政村
の7カ村とB行政村の8カ村のうちの6カ村とでX高級合作社を形成し，人民公社化の時
には再びA行政村の10カ村とB行政村の6カ村とC行政村の7カ村とでY生産大隊を形成
した。そして，人民公社の規模調整のためY生産大隊はC行政村の7カ村を画出し， A行
政村の10カ村とB行政村の8カ村の構成へと規模が縮小されるといった場合，．それぞれの
経営（採算）単位が異なり，その統計を採る単位も異なる。このような統計数値の処理を
中央政府や地方政府はどう扱うべきか，何らかの政策を実施してきたのであろうか。
以上のような評者が最も興味があり，具体的に知りたい点は細かすぎて本書では必ずし
も扱われておらず，無いものねだりに近いが，実際に中国の行政機関から提供される統計
数値を処理する場合，以上のような諸点は本書で扱われる問題点に付け加えて一考を要す
と考えられる。
四．
次に，気付いたいくつかの初歩的な誤りや疑問点を指摘したい。
まず，評者が気になるのは著者の行政単位の理解についてである。中国の行政単位とし
て県の下には郷・鎮（かつての人民公社），村（かつての生産大隊），村民小組（かつての
生産隊）という序列で存在する。鎮には郷と同等ではない，郷政府の所在地のマーケット
・タウン（村鎮）を指す場合もあるが，鎮政府とすれば以上のような組織構成である。と
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すれば，著者が p.77で「全面報告制度は，県から郷，さらに旧の呼称の大隊に当たる村
から，生産隊に当たる行政小組（家連合に相当する）の村民委員会までおりていって，…
…」と述べ，生産大隊は村であることはよいが，生産隊と村民委員会を同等においている
のはおかしい。村民委員会はかつての生産大隊であり， 生産隊ではない。同様のことは
p. 79 にも「県・郷• 生産小組を選び，……」と述べている。人民公社制度が解体され，
「政社分離」が実施された多くの農村では実質的に経営単位は村に移行しており，生産隊
が経営の単位にはなっているところは少ない。生産隊（村民小組）が経営単位になってい
ても会計は置かれず，村民委会員にいる会計が村会計とは別に村民小組の会計を管理して
いる場合が多い。このように村民委員会の会計が統計の任に当たっていることを考えれ
ば，郷の下には著者の言う生産小組ではなく村（村民委員会）が出てこなければならない。
， 第2に， これと類似したことであるが，著者は p.143では Countyを郷と理解され
ている。 Countyは郷ではなく県である。ところが， p.150の CountyTownでは県城
と訳されている。中国における県政府の所在地，県城は行政的には鎮と呼ばれている所が
多く， それゆえ Countyを郷と訳されているのかもしれないが， p.143の「106市，.99郷
(County)から抽出した……」と市の後に郷という行政単位がくるのはその規模が大き
く異なることからおかしいと考えられるはずである。同様のことは p.138の第10-2表の
第皿期に106市77郷というのが出てくる。 この表で扱っているのは都市居住者（都市籍住
民）であり，かれらは城鎮に居住している。城鎮の「城」は城市（都市）のことで，「鎮」
は県政府所在地の鎮（県城）や郷・鎮政府の所在地である村鎮を指している。一般に後者
の都市籍住民は前者に比較して少なく，特に郷・鎮政府の所在地である村鎮に住む都市籍
住民は郷鎮幹部や郷鎮にある国営企業に勤務する者，公塀教師等，その数は少ない。それ
ゅぇ，郷と理解するよりも県と理解した方がよいのではないだろうか。
第3は， p.128の「農村工業を農家副業に含めて，直接調査しないことの影響は，
1954年調査時点と異なって，さして大きなものでないと想定される。現在は全体の工業生
産の約0.1形を占めるにすぎないと思われるからである」と述べられている点である。農
村工業の村営工業以下はこれまで農業生産額の副業に入れられていたが， 1985年以降はエ
業生産額の中に入れられるようになった。これは農村経済改革により農村工業が発展し，
従来のように村営工業以下の工業生産額を副業に分類していては農村経済構造の変化を的
確に把握出来なくなったためであった。しかし，著者の言っていることはこれに逆行する
内容である。また，現在の村営以下の農村工業の全工業生産に占める地位は非常に大きく
なっており，『中国統計年鑑1987」より1986年度を求めると約12.4彩を占めていることに
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なり，著者のいう約0.1形どころではない。
第4に， p.170の「この12調査は， B欄に示した・・・・・・」，「このC欄の欠番の部分が， B 
欄に……」とあるB欄は，付録1から判断するとA欄のことであろう。これは単なるミス
と思われる。
五．
以上，新刊紹介というよりも評者の中国統計に対する疑問を提出する内容となってしま
った。これは取りも直さず，本書の内容があまりにも詳細で多岐にわたっているため，正
直のところ門外漢には中国統計調査制度とはこのようなものであったのかと教わるところ
ばかりであったからである。そして，評者としてはさらに本書で触れられていない疑問点
につき今後の研究で解明して戴ければと要望ばかりが出た次第である。幸い，著者の中国
統計研究に関する構想は本書だけに止まらず，今後本書の続編が準備されているようであ
るので，早く公刊され我々の眼に触れる機会がくることを期待したい。
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